
日 置 市 就労 準 備支 援事 業 委 託仕 様 書  

 

１  事業の目的  

  生活保護受給者などの生活困窮者に対し、その自立を支援する

ため、就労機会を提供し、当該参加者に社会参加活動を通じて仕

事への理解と就労意欲の喚起を図ることを目的とする。  

２  実施方法  

  単に就労に必要な実践的な知識・技能等が欠けているだけでは

なく、生活リズムが崩れている、他者との適切なコミュニケーシ

ョンを図る ことが でき ないな どの理 由により直 ちに就 労するこ

とが困難な者について、様々な就労体験を通じて段階的・継続的

な就労準備支援を行う。  

３  事業実施態様  

(1)  日置市は、事前に受託者に対し参加者名簿を提示し、受託者  

との間で受入れ、事業実施（日程）計画を協議することとする。  

(2)  委託期間の間で、 180 回程度（月 15 回×12 月）の事業実施  

を計画する。  

(3)  具体的な事業内容は、本事業の目的及び前記条件を踏まえ、 

日置市と受託者が協議し計画するものとする。  

 また、参加者１人１人に対して個人票（就労計画・評価書） 

を作成し、定期的な面談を行い参加者の状態把握・評価を必ず  

行うものとし、一般就労に向けてステップアップできるよう具  

体的な支援を行うこととする。  

(4)  受託者は、参加者に対し事業実施に当たっての注意事項等必  

要な事前指示、指導を行った上で実地参加させる。  

(5)  受託者は、参加者に対し適切な指導を行い、事故のないよう  

管理に努めなければならない。  

万一、受託者の指導に従わない不適切な参加者が生じたとき  

は、適宜に、本事業への参加を中断させることができることと

し、速やかに日置市にその内容を報告するものとする。  

(6)  受託者は、本事業について毎月 10 日までに実績報告を行い、

年度末には年間報告を行うものとする。  

 



４  支払い方法  

 (1) 支払い方法及び回数については、受託者と委託者と協議の上、

決定する  

５  その他  

(1)  受託者は、事業実施の状況、結果について日置市の求めに応  

え、参加者の効果等の検証作業に協力するものとする。  

(2)  その他、上記１から３までによりがたい状況が発生した場合

には、日置市と受託者は速やかに協議するものとする。  


